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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定刃に対して近接操作自在な可動刃を、前記両刃間に配置した鉄筋の長手方向に位置
ずれさせて設けてある鉄筋切断機であって、
前記固定刃と前記可動刃とによる鉄筋切断空間内で、
前記可動刃の下側で切断前の複数本の鉄筋を前記固定刃と共に受け止める板状の鉄筋受止
め面部を、前記可動刃の下降に伴って被切断鉄筋と共に下降するのを許容するように、上
下移動自在に設ける被切断鉄筋受止め装置を鉄筋切断機本体に取り付け、
前記被切断鉄筋受止め装置には、前記鉄筋受止め面部を上方に付勢する複数の付勢手段を
、前記固定刃と前記可動刃とによる切断方向と、前記長手方向とに沿って、それぞれ複数
設けてある鉄筋切断機。
【請求項２】
　前記固定刃に載置する鉄筋に対してその径方向に排出自在にする鉄筋排出口を、平面視
で正面側に設け、
前記可動刃の刃先を、前記固定刃に載置する複数本の鉄筋に対して一端側の鉄筋から他端
側の鉄筋にかけて順に切断するように一端側の鉄筋に近い側ほど低くなる傾斜面に形成し
、
前記鉄筋受止め面部を前記一端側の鉄筋に近い側から順次下降可能に構成してある請求項
１に記載の鉄筋切断機。
【請求項３】
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　前記固定刃に載置する鉄筋に対してその径方向に排出自在にする鉄筋排出口を、平面視
で正面側に設け、
前記可動刃の刃先を、前記固定刃に載置する複数本の鉄筋に対して前記鉄筋排出口に近い
側の物から順に切断するように前記鉄筋排出口に近い側ほど低くなる傾斜面に形成し、
前記鉄筋受止め面部を前記鉄筋排出口に近い側から奥にかけて順次下降可能に構成してあ
る請求項１に記載の鉄筋切断機。
【請求項４】
　前記付勢手段は、バネ、又は、空気圧シリンダの少なくともいずれかにより構成してあ
る請求項１から３のいずれか１項に記載の鉄筋切断機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固定刃に対して近接操作自在な可動刃を、前記両刃間に配置した鉄筋の長手
方向に位置ずれさせて設けてある鉄筋切断機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、一般的に鉄筋切断機における前記固定刃と前記可動刃とによる鉄筋切断空間内で
は、可動刃が上下動するために、可動刃の下方は単に切断鉄筋の落下空間になっているだ
けであった（例えば、特許文献１参照）。
　そのために、図９（ａ）～（ｃ）に示すように、可動刃２の下降によって鉄筋２０が切
断されるときに、可動刃２の下側で固定刃１に近接する鉄筋部分が湾曲状に撓み、鉄筋２
０の切り口が大きく変形しやすくなり、この現象は、特許文献１のように、鉄筋切断空間
の外側にスプリングで受ける退避機構を設けてあっても、固定刃から退避機構までの距離
が遠いために変わらなかった。
　また、鉄筋を鉄筋切断機に供給する搬送コンベアの先端部に、上下搖動可能で、且つ、
上方にバネで付勢するように取り付けてある鉄筋の補助受板を設け、可動刃の下降に伴っ
て鉄筋が切断されるときに補助受板の先端が下降搖動して反力を吸収する装置も提案され
ていた（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平８－１１０１５号公報
【特許文献２】実開平６－５７３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した装置も、補助受板が鉄筋切断機の固定刃からの距離が遠く、しかも、上下搖動
によって反力を吸収する構造になっているために、可動刃の下降によって鉄筋が切断され
るときに、可動刃の下側で固定刃に近接する鉄筋部分が湾曲状に撓み、鉄筋の切り口が変
形するという問題を解決することにはならなかった。
【０００５】
　従って、本発明の目的は、上記問題点を解消し、鉄筋の切断時に鉄筋の切り口が変形す
るのを抑制する鉄筋切断機を提供するところにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の特徴構成は、固定刃に対して近接操作自在な可動刃を、前記両刃間に配
置した鉄筋の長手方向に位置ずれさせて設けてある鉄筋切断機であって、前記固定刃と前
記可動刃とによる鉄筋切断空間内で、前記可動刃の下側で切断前の複数本の鉄筋を前記固
定刃と共に受け止める板状の鉄筋受止め面部を、前記可動刃の下降に伴って被切断鉄筋と
共に下降するのを許容するように、上下移動自在に設ける被切断鉄筋受止め装置を鉄筋切
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断機本体に取り付け、前記被切断鉄筋受止め装置には、前記鉄筋受止め面部を上方に付勢
する複数の付勢手段を、前記固定刃と前記可動刃とによる切断方向と、前記長手方向とに
沿って、それぞれ複数設けたところにある。
【０００７】
　本発明の第１の特徴構成によれば、固定刃に対して可動刃を下降させて複数本の鉄筋を
切断する際に、複数本の鉄筋は、固定刃と共に被切断鉄筋受止め装置の鉄筋受止め面部で
受け止められ、可動刃の下降に伴って、被切断鉄筋は、可動刃とその下方の鉄筋受止め面
部とで挟まれた状態で、固定刃とその固定刃に近接作動する可動刃との間の仮想剪断面を
境にして、可動刃と共に剪断されながら平行に下降しようとする。
　従って、可動刃の下側で固定刃に近接する鉄筋部分は湾曲状に撓むのが避けられ、鉄筋
の切り口が大きく変形するのを抑制できる。
【０００８】
　本発明の第２の特徴構成は、前記固定刃に載置する鉄筋に対してその径方向に排出自在
にする鉄筋排出口を、平面視で正面側に設け、前記可動刃の刃先を、前記固定刃に載置す
る複数本の鉄筋に対して一端側の鉄筋から他端側の鉄筋にかけて順に切断するように一端
側の鉄筋に近い側ほど低くなる傾斜面に形成し、前記鉄筋受止め面部を前記一端側の鉄筋
に近い側から順次下降可能に構成したところにある。
【０００９】
　本発明の第２の特徴構成によれば、本発明の第１の特徴構成による上述の作用効果を叶
えることができるのに加えて、固定刃に載置した複数本の鉄筋が、一端側の鉄筋から他端
側の鉄筋にかけて順に、可動刃の刃先と鉄筋受止め面部との間で被切断鉄筋が挟持されな
がら切断されるので、可動刃に大きな負荷がかからず、全ての鉄筋を綺麗に切断できる。
　従って、鉄筋切断機で一度に切断加工する鉄筋の本数が多くなっても、夫々の鉄筋を、
ほぼ均等に切り口の変形を抑制しながら切断することができ、鉄筋排出口から取り出すこ
とができるようになる。
【００１０】
　本発明の第３の特徴構成は、前記固定刃に載置する鉄筋に対してその径方向に排出自在
にする鉄筋排出口を、平面視で正面側に設け、前記可動刃の刃先を、前記固定刃に載置す
る複数本の鉄筋に対して前記鉄筋排出口に近い側の物から順に切断するように前記鉄筋排
出口に近い側ほど低くなる傾斜面に形成し、前記鉄筋受止め面部を前記鉄筋排出口に近い
側から奥にかけて順次下降可能に構成したところにある。
【００１１】
　本発明の第３の特徴構成によれば、固定刃に載置した複数本の鉄筋が、鉄筋排出口に近
い側の物から順に、可動刃の刃先と鉄筋受止め面部との間で被切断鉄筋が挟持されながら
切断されるので、可動刃に大きな負荷がかからず、全ての鉄筋を綺麗に切断できる。
　従って、鉄筋切断機で一度に切断加工する鉄筋の本数が多くなっても、夫々の鉄筋を、
ほぼ均等に切り口の変形を抑制しながら切断することができ、鉄筋排出口から取り出すこ
とができるようになる。
　その上、可動刃の刃先を、鉄筋排出口に近い側ほど低くなる傾斜面に形成し、且つ、鉄
筋受止め面部を鉄筋排出口に近い側から奥にかけて順次下降可能に構成してあるために、
傾斜面を備えた可動刃が固定刃に対して下降して近接するに伴って、固定刃に載置される
複数本の鉄筋が、鉄筋排出口から逃げずに鉄筋排出口から奥に向けて押されて固定刃上を
逃げようとする動きを、鉄筋排出側とは反対の奥部で阻止され、結果として全ての鉄筋を
軽い負荷で確実に切断することができる。
 
【００１２】
　本発明の第４の特徴構成は、前記付勢手段は、バネ、又は、空気圧シリンダーの少なく
ともいずれか一つにより構成したところにある。
【００１３】
　本発明の第４の特徴構成によれば、簡単で安価に被切断鉄筋受止め装置を形成できる。
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【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】鉄筋切断装置の全体平面図である。
【図２】鉄筋切断機の右側からの斜視図で、一部拡大図を示してある。
【図３】鉄筋切断機の左側からの斜視図で、一部拡大図を示してある。
【図４】鉄筋切断機の正面図である。
【図５】鉄筋切断作用側面図で、（ａ）は切断前の状態を示し、（ｂ）は切断途中の状態
を示し、（ｃ）は切断完了時点を示す。
【図６】鉄筋切断作用正面図で、（ａ）は切断前の状態を示し、（ｂ）は切断途中を示し
、（ｃ）は切断完了時点を示す。
【図７】別実施形態の鉄筋切断作用側面図で、（ａ）は切断前の状態を示し、（ｂ）は切
断途中の状態を示し、（ｃ）は切断完了時点を示し、（ｄ）第１払い出し装置による切断
鉄筋の排出途中を示す。
【図８】別実施形態の第１払い出し装置による切断鉄筋の排出途中を示す要部の作用側面
図である。
【図９】従来技術の鉄筋切断作用正面図を示し、（ａ）は切断前の状態を示し、（ｂ）切
断途中の状態を示し、（ｃ）切断直後の状態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下に本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１～図６に示すように、固定刃１に対して近接操作自在な可動刃２を、両刃間に配置
する鉄筋２０の長手方向に位置ずれさせて設けてある鉄筋切断機３を設け、鉄筋２０の搬
送方向で鉄筋切断機３よりも上手側に配置して鉄筋２０を受け止めて鉄筋切断機３に送り
込み搬送する第１コンベア装置４を設け、鉄筋２０の搬送方向で鉄筋切断機３よりも下手
側に配置して鉄筋２０を受け止めて取り出し搬送する第２コンベア装置５を設け、固定刃
１に載置する鉄筋２０に対してその径方向に排出自在にする鉄筋排出口６を、平面視で鉄
筋切断機３の正面側に設け、鉄筋切断機３の鉄筋切断空間内において、固定刃１とその固
定刃１に近接作動する可動刃２との間の仮想剪断面１８に対して、鉄筋長手方向の上手側
で、鉄筋２０を鉄筋排出口６に押し出す第１払い出し装置７を設け、仮想剪断面１８に対
して、鉄筋長手方向の下手側で、鉄筋２０を鉄筋排出口６に押し出す第２払い出し装置８
を設けてある鉄筋切断装置を構成してある。
　尚、前記第１払い出し装置７は、鉄筋を押し出して鉄筋切断機３の切断空間から外方に
排出するために、伸縮操作自在な第１シリンダ７Ｂとその第１シリンダ７Ｂのピストンロ
ッド先端に取り付けた第１鉄筋排出板７Ａとから構成してある。同様に、第２払い出し装
置８は、鉄筋を押し出して鉄筋切断機３の切断空間から外方に排出するために、伸縮操作
自在な第２シリンダ８Ｂとその第２シリンダ８Ｂのピストンロッド先端に取り付けた第２
鉄筋排出板８Ａとから構成してある。
【００１６】
　前記鉄筋排出口６において、図４に示すように、第１払い出し装置７に対応する箇所を
閉塞可能な第１ガード板９を閉塞状態と開放状態とに切換え操作自在に設けると共に、第
２払い出し装置８に対応する箇所を閉塞可能な第２ガード板１０を閉塞状態と開放状態と
に切換え操作自在に設け、第１ガード板９を第１払い出し装置７の払い出し作動に基づい
て閉塞状態から開放状態に切換え操作する第１駆動装置１１を設け、第２ガード板１０を
第２払い出し装置８の払い出し作動に基づいて閉塞状態から開放状態に切換え操作する第
２駆動装置１２を設けてある。
　尚、前記第１ガード板９と第２ガード板１０とは、夫々鉄筋排出口６の前側に上下搖動
自在に垂下させて鉄筋切断機本体３Ａに取り付けてあり、前述のように第１ガード板９が
第１駆動装置１１により上下搖動操作され、第２ガード板１０が第２駆動装置１２により
上下搖動操作される。　
【００１７】
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　第１コンベア装置４に、鉄筋切断機３に送り込んだ鉄筋２０の後端部を鉄筋切断機３か
ら引き戻し操作する後退操作機構を設け、後退操作機構により引き戻した鉄筋２０を第１
コンベア装置４の横側方に排出する鉄筋残材排出機構１５を設けてある。
【００１８】
　つまり、第１コンベア装置４には、図１に示すように、上手側の送り込み後コンベア４
Ａと下手側の送り込み前コンベア４Ｂとで構成してあり、送り込み前コンベア４Ｂが正逆
駆動回転可能に構成してあって、鉄筋２０を前進させて鉄筋切断機３に供給する前進操作
機構と、鉄筋切断機３に送り込んだ鉄筋２０の後端部を鉄筋切断機３から引き戻し操作す
る後退操作機構とを設けてある。
　そして、送り込み前コンベア４Ｂに、鉄筋切断機３から引き戻した後端側の鉄筋残材を
、上下搖動自在なアーム１３と、そのアーム１３を上下搖動駆動するシリンダ１４とで構
成される鉄筋残材排出機構１５により、残材ストッカ１６に排出可能に構成してある。
　尚、図中３０は、ピンチローラで鉄筋切断機３に上下動自在に取り付けてあり、送り込
み前コンベア４Ｂの先端側（下手側）に設けた正逆駆動回転する受けローラ３１との協働
で、その受けローラ３１の上に載った鉄筋２０を、ピンチローラ３０と共に挟み込んで鉄
筋切断機に供給したり引き戻したりできるように構成してある。
【００１９】
　第２コンベア装置５は、図１、図６に示すように、その長手方向において所定間隔置き
に上下出退操作自在なストッパ１７を設けると共に、鉄筋切断機３に対して設定距離内に
おいて遠近移動操作可能に構成してあり、その第２コンベア装置５の遠近移動操作によっ
て、鉄筋切断機３の可動刃２と固定刃１とによって形成される仮想剪断面１８から、複数
のストッパ１７の中から選択されたストッパ１７までの距離を調整して鉄筋２０の切断寸
法を設定可能に構成してある。
　つまり、複数のストッパ１７間の離間距離は決まっており、前記仮想剪断面１８から各
ストッパ１７までの長さの寸法以外の長さの鉄筋２０を切断したい場合、第２コンベア装
置５を移動操作して、所定の寸法の鉄筋２０を切断できるように構成してある。
【００２０】
　図５、図６に示すように、固定刃１はその刃先が水平面又は略水平面に沿った状態に取
り付けてあると共に、可動刃２は、その刃先を鉄筋排出口６に近づく側ほど低くなる傾斜
面に形成してあって、複数本の鉄筋２０を固定に載置して切断する際に、鉄筋排出側に近
いものから順に切断して、可動刃２に一度に大きな負荷がかかるのを防止して、複数本の
鉄筋２０夫々の切断面が変形するのを抑制するように形成してある。
　尚、鉄筋切断空間Ｓ内では、固定刃１に載っている鉄筋２０を、固定刃１と共に近傍で
受け止める受止め板１９を設けてある。
【００２１】
　固定刃１に対して近接操作自在な可動刃２を、両刃間に配置した鉄筋の長手方向に位置
ずれさせて設けてあって、固定刃１と可動刃２とによる鉄筋切断空間Ｓ内で、可動刃２の
下側で切断前の鉄筋２０を固定刃１と共に受け止める鉄筋受止め面部２４を、可動刃２の
下降に伴って被切断鉄筋と共に下降するのを許容するように、上下移動自在に設ける被切
断鉄筋受止め装置２５を鉄筋切断機本体３Ａに取り付け、被切断鉄筋受止め装置２５には
、鉄筋受止め面部２４を上方に付勢する付勢手段２１を設けてある。
　前記付勢手段２１は、空気圧シリンダにより構成してあり、空気圧シリンダ内の空気量
又は圧力の調整機構によって、可動刃２による剪断加圧力に対する反力の調整や、被切断
鉄筋受止め装置２５の鉄筋受止め面部２４の下降下限値や、図２、図４、図６に示すよう
に、第１払い出し装置７による切断鉄筋の排出時の上下位置の設定を可能にしてある。
【００２２】
　前記被切断鉄筋受止め装置２５は、図５～図６に示すように、順に作動するように構成
してある。
　１.　固定刃１に載置してある複数本の鉄筋２０に対して、刃先を前記傾斜面に形成し
てある可動刃２が下降する。
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　２.　可動刃２の下降に伴って、鉄筋排出口６に近い鉄筋から奥の鉄筋にかけて順次切
断されるに伴って、被切断鉄筋受止め装置２５も鉄筋排出口６に近い部分から奥にかけて
順次下降する。つまり、鉄筋受止め面部２４を下から上向きに付勢するように支持する複
数のエアーシリンダの各別な収縮作用によって、鉄筋受止め面部２４が傾きながら下降す
る（図５（ａ）→図５（ｃ）、図６（ａ）→図６（ｂ））。
　３.　全ての鉄筋２０が切断されたら、可動刃２は上昇して元の切断作動前の位置に戻
る。
　４.　被切断鉄筋受止め装置２５の鉄筋受止め面部２４は、固定刃１の上面位置より下
側の排出用設定位置で水平又は略水平姿勢になるまで上昇付勢されて停止する（図６（ｃ
））。
　５.　前記排出用設定位置に鉄筋受止め面部２４が維持された状態で、第１払い出し装
置７における第１シリンダ７Ｂの伸長作動により、切断された鉄筋が、第１鉄筋排出板７
Ａによって鉄筋排出口から鉄筋切断空間の外方に排出される（図２、図６（ｃ））。
　６.　切断鉄筋の排出の終了後は、第１払い出し装置７の第１鉄筋排出板Ａは、第１シ
リンダ７Ｂの収縮によって元の位置に引退し、被切断鉄筋受止め装置２５の鉄筋受止め面
部２４は、固定刃１の上面位置と同高さに復帰上昇する。
【００２３】
　　〔別実施形態〕
　以下に他の実施の形態を説明する。
【００２４】
〈１〉　被切断鉄筋受止め装置２５は、図７（ａ）～（ｄ）に示すように、鉄筋切断時に
鉄筋受止め面部２４が水平姿勢のまま平行に下降するように形成してあっても良い。
〈２〉　前記付勢手段２１を、空気圧シリンダに代えて、バネで構成してあってもよい。
〈３〉　前記鉄筋受止め面部２４に載っている切断鉄筋の排出時には、図８に示すように
、鉄筋受止め面部２４が固定刃の上面位置に上昇復帰した状態で、第１払い出し装置７に
より排出するようにしてあっても良い。
〈４〉　図３、図４に示すように、前記受止め板１９の鉄筋排出口側端部には、下方に鉄
筋を摺動放出可能に先端側を下方に傾斜した第１排出ガイド板２２が取り付けてあり、図
７に示すように、鉄筋受止め面部２４における鉄筋排出口側端部にも、鉄筋受止め面部２
４の上下移動と共に上下移動する第２排出ガイド板２３を取り付けてあっても良い。
【００２５】
　尚、上述のように、図面との対照を便利にするために符号を記したが、該記入により本
発明は添付図面の構成に限定されるものではない。また、本発明の要旨を逸脱しない範囲
において、種々なる態様で実施し得ることは勿論である。
【符号の説明】
【００２６】
　１　　　固定刃
　２　　　可動刃
　３　　　鉄筋切断機
　３Ａ　　鉄筋切断機本体
　６　　　鉄筋排出口
　２０　　鉄筋
　２１　　付勢手段
　２４　　鉄筋受止め面部
　２５　　被切断鉄筋受止め装置
　Ｓ　　　鉄筋切断空間
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